
各自治体での検討にあたって不可欠





最新の知見


科学的な検証　


　地震動・津波高さ等の推計


人的・物的被害想定の推計





中央防災会議での検討








自治体への情報提供、技術的な助言等の速やかな実施により防災対策の全国的取組を推進





■　防災基本計画の見直し





■　海溝型大規模地震の検討方針








■災害に係る対策全般の総点検


・防災拠点機能のあり方


・リダンダンシーの確保


・避難対策の見直し


・防災教育


・自主防災活動の活性化


　　　　　　　　　　　　　　等





大阪府の防災対策





あらゆる事象に対応を





具体的な取組み





産業面





集客面





【短期】


■　海外に向けた正確・迅速な情報発信


■　既存イベント等を活用した即効性のある海外客誘致インセンティブの強化　等





【中長期】


■　規制緩和（在留資格・従事制限緩和等）


■　ＭＩＣＥの取組強化　等





海外において日本の状況が誤解され、


・観光インバウンドの減少


・貿易の落ち込み


・サプライチェーンからの日本外し


　等の動きが顕在化





ウィズアウトジャパン（日本外し）の危険





【短期】


■　東日本から機能を国内で一時移転する


内外企業等への積極支援　等





【中長期】


総合特区等を活用した、多極分散化による産業活力回復・強化　等





様々な課題





○現地の行政機能そのものが消失





○想定外の事象の中で既存の法制度が足かせ





○大量の災害廃棄物（ガレキ）処理　等





被災地の実情に即した効果的な支援





発災直後から現地連絡事務所を設置


関西広域連合の一員として被災地を


懸命に支援





大阪府の被災地支援





被災県ごとに復興推進組織を設置





被災者の生活支援策の充実





災害査定の簡素化





広域での災害廃棄物（ガレキ）処理のための緊急特例措置の導入、安定的な受入れに向けた環境整備　等





⇒　必要に応じて法制度改正を実施





世界からの更なる信頼を





早期の復旧・復興に向けて





【最重点要望】１．大震災を踏まえた対応
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